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No.845 2024 年 5 月 5 日奥多摩町役場　☎ 0428-83-2111( 代 )　FAX 0428-83-2344

自
衛
官
募
集
ほ
か

※問い合わせは、住民課　☎８３－２１８２

住民基本台帳の一部の写し 閲覧状況
令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの閲覧状況を公表します。

閲 覧 日 閲覧申出者 委託者 閲 覧 目 的 閲　覧　対　象

４月１４日
自衛隊東京地方
協力本部福生募
集案内所

防衛省
自衛隊

自衛官などの募集に伴う広報

平成 17 年 4 月 2 日～平成 18
年 4 月 1 日生の男女 (20 件）、
平成 20 年 4 月 2 日～平成 21
年 4 月 1 日生の男子（12 件）

５月１０日
一般社団法人
輿論科学協会

東京都
政策企画局

「都民生活に関する世論調査」に
係る調査対象者抽出

満 18 歳以上の男女（小丹波）
（20 件）

７月２０日
一般社団法人
輿論科学協会

東京都
政策企画局

「引きこもりに関する世論調査
（仮称）」に係る調査対象者抽出

棚沢地区の男女
（20 件）

７月２０日
一般社団法人
輿論科学協会

東京都
政策企画局

「都民のスポーツ活動に関する実
態調査」に係る調査対象者抽出

海沢地区の男女
（20 件）

８月１０日
株式会社
綜研情報工芸

東京消防庁
「消防に関する世論調査」に係る
調査対象者抽出

満 18 歳以上の男女（小丹波）
（12 件）

９月２９日
株式会社
サーベイリサー
チセンター

独立行政法人
国立病院機構
久里浜医療セ
ンター

「国民の娯楽と健康に関するアン
ケート」に係る調査対象者抽出

満 18 歳以上 74 歳以下の男女
（氷川）（65 件）

令和６年度　自衛官募集案内

募 集 種 目 受 付 期 間 試  験  期  日 資   格

航空学生 男女 7月 1日～ 9月 5日
1次 9月 16 日 2 次 10 月 12 日～ 17 日
3 次【海】11 月 15 日～ 12 月 11 日
3 次【空】11 月 9 日～ 12 月 12 日

高卒(見込み含む)で
【海】23 歳未満の者
【空】24 歳未満の者

一般曹候補生 男女 7月 1日～ 9月 3日
1次 9月 14 日～ 22 日
2 次 10 月 12 日～ 10 月 27 日 18 歳以上

　33 歳未満の者
自衛官候補生 男女 年間を通じて受付 受付時に通知（＊１）

防衛医科大学校医学科 男女 7月 1日～ 10 月 9 日
1 次 10 月 19 日 
2 次 12 月 11 日～ 13 日 高卒（見込み含む）

21 歳未満の者
防衛医科大学校看護学科 男女 7月 1日～ 10 月 2 日

1 次 10 月 12 日 
2 次 11 月 23 日～ 24 日

防衛大学校 男女

〔推薦〕
9月 5日～ 9月 9日

9月 21 日～ 22 日

高卒（見込み含む）
21 歳未満の者

〔総合選抜〕
9月 5日～ 9月 9日

1次 9月 21 日
2 次 10 月 26 日～ 27 日

〔一般〕
7月 1日～ 10 月 17 日

1 次 11 月 2 日 
2 次 11 月 30 日～ 12 月 4 日

陸上自衛隊高等工科学校 男子

〔推薦〕
10月 1日～ 11 月 29 日

7 年 1 月 11 日～ 13 日
（いずれか 1日を指定）

男子で中卒（見込み
含む）17 歳未満の者〔一般〕10 月 1 日

　　 ～ 7年 1月 16 日

1 次 7 年 1 月 25 日～ 26 日 
2 次 7 年 2 月 13 日～ 16 日
（いずれか 1日を指定）

＊１ 令和７年３月高等学校卒業予定者または中等教育学校卒業予定者のための採用試験は、令和６年

　　 ９月１６日以降に行います。

　　 詳細は、自衛官募集ホームページ（http://www.mod.go.jp/gsdf/jieikanbosyu/）でご確認ください。

※申し込み、問い合わせは、自衛隊東京地方協力本部 福生募集案内所 ☎０４２-５５１-４７２５

　　　　　　　　　　　　　東京都福生市本町 142 マサビル B館 2F (JR 福生駅西口徒歩 2分 )　　

　　　　　　　　　　　　　ホームページ　http://www.mod.go.jp/pco/tokyo/fussa　
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No.845 令和 6年 5月 5日広 報 お く た ま

住
民
税
の
定
額
減
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令和６年度住民税（町・都民税）の定額減税について

　令和６年度税制改正により、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、デフレ脱却

のための一時的な措置として、個人住民税（町・都民税）の定額減税が実施されます。

【対象者】

　令和６年度の個人住民税に係る合計所得金額が１，８０５万円以下の納税義務者

　（個人住民税が非課税の方や均等割のみ課税の方は、対象となりません。）

【定額減税額】

　次の金額の合計額を納税義務者の個人住民税の所得割から控除します。

　ただし、（１）と（２）の合計額が個人住民税額の所得割を超える場合は、その所得割の額を限度と

します。

（１）　納税者本人・・・１万円　

（２）　控除対象配偶者または扶養親族（国外居住者は除く）・・・１人につき１万円の特別控除を適用

　　　します。

＊控除対象配偶者を除く同一生計配偶者が令和７年度の住民税の算定に含まれる場合は、令和７年度分

　の所得割の額から１万円を控除します。

【定額減税の実施方法】

①給与所得に係る特別徴収の場合

　令和６年６月分は給与からの差引きは行わず、特別控除（定額減税）後の税額を１１分割し、令和６

　年７月分から令和７年５月分までの給与から差引きを行います。

②普通徴収の場合

　第１期（６月）分の税額から特別控除（定額減税）を行い、控除しきれない部分の金額については、

　第２期（８月）分以降の税額から順次控除を行います。

③公的年金等の雑所得に係る特別徴収の場合

　令和６年１０月支払分の公的年金から差引きされる税額から特別控除（定額減税）を行い、控除しき

　れない部分の金額については、１２月支払分以降の公的年金から差引きされる税額から順次控除を行

　います。

【定額減税しきれないと見込まれる方】

　定額減税可能額が減税前所得割額を上回る（減税しきれない）方へは、定額減税補足給付金（調整給

付）の支給を予定します。給付金については、詳細が決まり次第お知らせします。

詳しくは、町ホームページをご覧ください。

※問い合わせは、住民課　☎８３－２１９０
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令和６年度住民税（町・都民税）の定額減税について

　令和６年度税制改正により、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、デフレ脱却

のための一時的な措置として、個人住民税（町・都民税）の定額減税が実施されます。

【対象者】

　令和６年度の個人住民税に係る合計所得金額が１，８０５万円以下の納税義務者

　（個人住民税が非課税の方や均等割のみ課税の方は、対象となりません。）

【定額減税額】

　次の金額の合計額を納税義務者の個人住民税の所得割から控除します。

　ただし、（１）と（２）の合計額が個人住民税額の所得割を超える場合は、その所得割の額を限度と

します。

（１）　納税者本人・・・１万円　

（２）　控除対象配偶者または扶養親族（国外居住者は除く）・・・１人につき１万円の特別控除を適用

　　　します。

＊控除対象配偶者を除く同一生計配偶者が令和７年度の住民税の算定に含まれる場合は、令和７年度分

　の所得割の額から１万円を控除します。

【定額減税の実施方法】

①給与所得に係る特別徴収の場合

　令和６年６月分は給与からの差引きは行わず、特別控除（定額減税）後の税額を１１分割し、令和６

　年７月分から令和７年５月分までの給与から差引きを行います。

②普通徴収の場合

　第１期（６月）分の税額から特別控除（定額減税）を行い、控除しきれない部分の金額については、

　第２期（８月）分以降の税額から順次控除を行います。

③公的年金等の雑所得に係る特別徴収の場合

　令和６年１０月支払分の公的年金から差引きされる税額から特別控除（定額減税）を行い、控除しき

　れない部分の金額については、１２月支払分以降の公的年金から差引きされる税額から順次控除を行

　います。

【定額減税しきれないと見込まれる方】

　定額減税可能額が減税前所得割額を上回る（減税しきれない）方へは、定額減税補足給付金（調整給

付）の支給を予定します。給付金については、詳細が決まり次第お知らせします。

詳しくは、町ホームページをご覧ください。

※問い合わせは、住民課　☎８３－２１９０
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